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配電系 統は 変電 所 から需 要側 に電 気 を供給 する 電力 ネ ットワ ーク で あ り ，適正

電圧維 持や 供給 信 頼度確 保と いっ た 観点か ら総 合的 に 設備構 築 ・ 運用 ・ 制御が 行

われな けれ ばな ら ない 。2 0 11 年 の 東 日本大 震災 以降 ，環境負 荷の 軽減 や 供給力 拡

大を目 的と して 太 陽光発 電（ P V:  Ph o t o vo l t a i c）などの 再 生可能 エネ ルギ ー の導入

拡大や ，電 気事 業 者から の価 格情 報 やイン セン ティ ブ などに 基づ き需 要 家の負 荷

抑制を 誘導 し， 電 力のピ ー ク カッ ト ，ピー クシ フト を 実現す る デ マン ド レスポ ン

ス（ DR:  De ma n d  Res p on s e） の導 入 が 国主導 で進 めら れ ている 。 し かし な がら ,再

生可能 エネ ルギ ー による 逆潮 流や ， デマン ドレ スポ ン ス の発 動・ 解除 に 伴う急 激

な負荷 変動 が拡 大 すると ，配 電系 統 の潮流 に大 きな 変 化をも たら し， 既 設の電 圧

制御機 器で ある 負 荷時タ ップ 切替 変 圧器（ L RT:  Lo a d  Ra t i o  c on t r o l  Tra n s f o r me r）

や自動 電圧 調整 装 置（ S V R:  St e p  Vol t a ge  Re gu la to r）で は 補償し きれ ず ，電 気事業

法で定 めら れた 適 正電圧 維持 が 困 難 になる 恐れ があ る 。 この 対策 の１ つ として 蓄

電池を 配電 系統 に 設置し て電 圧補 償 を行う こと が 有 効 であ る が， 出力 方 式（有 効

電力ま たは 無効 電 力）， 設 置電 圧階 級 （高圧 系統 また は 低圧系 統 ）， 配置 （ 集中ま

たは分 散） や配 電 線路の 形態 など 評 価する パラ メー タ が多岐 に亘 るた め ，出力 方

式，設 置電 圧階 級 や配置 につ いて こ れまで 統合 的に 評 価する 手法 はな い 。また ，

配電系 統に 蓄電 池 を設置 して 電圧 制 御を行 う 際 ，従 来 のよう に 対 策機 器 を 対処 療

法的に 電圧 逸脱 発 生 箇 所 に設 置す る と ，応 答速 度の 速 い蓄電 池の 出力 で 系統電 圧

が改善 され てし ま う た め ，L RT や S V R は動作 せず に，蓄 電池が 出力 を継 続 して適

正電圧 維持 する こ ととな り， 電圧 制 御に必 要な 蓄電 池 容量 や 設備 コス ト が増大 す

るとい う課 題が 存 在する 。 蓄 電池 は コスト ・運 用 の 観 点から 小型 ・小 出 力 化が 望

ましく ，こ れを 実 現する には 既設 の 電圧制 御装 置と 協 調して 制御 の 役 割 分担を 行

う必要 があ るが ， これら の 協 調 電 圧 制御手 法は いま だ 確立さ れて いな い 。 一方 ，

デマン ドレ スポ ン ス の 発 動時 は， 複 数の需 要家 の負 荷 抑制お よび 抑制 解 除が一 斉

に行わ れる ため ， 配電線 単位 で見 る と系統 電圧 が急 変 し，分 オー ダー の 動作時 限

を持つ 電圧 制御 装 置で は 補 償 遅れ が 生じ， 負荷 削減 量 や配電 系統 の形 態 （線路 亘

長，電 線の 太さ な ど）に よっ ては 適 正電圧 を逸 脱し ， 太陽光 発電 の出 力 抑制や 一

斉解列 が懸 念さ れ るなど 配電 系統 の 電圧変 動に 関す る 問題提 起が され て いるも の

の，L RT や S V R や蓄電池 の 電 圧 制 御 分担を 考慮 した 具 体的な 対策 の提 案 までは 至

ってい ない 。  

本論文 では 上述 し た課題 を解 決す る ため， 太陽 光発 電 の大量 連系 や デ マ ンドレ

スポン ス が 普及 拡 大した 配電 系統 の 電圧対 策機 器と し て蓄電 池を 設置 し た 場合 に ，

単位出 力あ たり の 電圧改 善効 果が 最 大とな る 蓄 電池 の 出力方 式 と 配置 に 関する 評

価手法 （ ① 蓄電 池 出力・ 配置 評価 手 法 ）を 提案 し ， そ の手法 を基 盤と し て ，蓄 電

池の電 圧制 御 出 力 に応じ て L RT や S VR を強 制的 に 制 御 する能 動的 協調 電 圧制御

手法（ ②能 動的 協 調電圧 制御 手法 ） 並びに 電圧 変動 の 短周期 成分 と長 周 期成分 を
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分離し て 蓄 電池 と LRT や S V R で制 御 分担す る分 担 型 協 調電圧 制御 手法 （ ③機能

分担型 協調 電圧 制 御 手 法 ） を 提 案 し た 。さ らに ， 太 陽 光発電 が大 量連 系 された 配

電系統 や デ マン ド レスポ ンス が普 及 し て電 圧逸 脱が 生 じてい る 配 電系 統 に おい て ，

数値シ ミュ レー シ ョン や 配電 系統 シ ミュレ ータ 実験 を 通して 提案 手法 の 有効 性 を

検証し た。  

本論文 は全 5 章で 構成さ れ， 第 1 章 は「序 論」 とし て ，本論 文の 背景 と 目的お

よび論 文の 構成 に ついて 説明 し ， 3 つの提 案す る手 法 および 有効 性の 検 証結果 に

ついて それ ぞれ 第 2 章 ～ 第 4 章 に記 載 する。  

 

 第 2 章で は，① 蓄電池 出力・配 置 評価手 法と して 4 つの地 区区 分（ 工 業，住 宅，

繁華街 ，農 山村 ） と 2 種類 の線 路亘 長 （平 均， 長亘 長 ） を用 いた 配電 系 統標準 解

析モデ ルを 構築 し ，蓄電 池の 単位 出 力あた りの 電圧 改 善効果 が最 大と な るよう な

出力方 式（ 有効 電 力また は無 効電 力 ），設置 電圧 階級（ 高 圧また は低 圧）お よび配

置（集 中ま たは 分 散）を 潮流 解析 に 基づき 選 定 する 手 法を提 案し た。 提 案手法 を

用 い た シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 結 果 よ り ,蓄 電 池 の 単 位 出 力 あ た り の 電 圧 改 善 効 果 が 最

も高い のは 無効 電 力出力 方式 で ， 設 置個所 は 高 圧配 電 系統の 末端 に集 中 配置す る

場合で あり ，蓄 電池 無効電 力の 単位 出 力（ M va r）当た り の 電圧改 善効 果 と し ては ，

適正電 圧 ± 6%に 対 し て 1 M var あた り 1 %～ 8 %の効果が ある こと を 明ら かに し た 。  

 

第 3 章で は， 電圧 逸脱が 生じ てい る 太陽光 発電 が連 系 した配 電系 統に ， 第 2 章

の提案 手法 （ ① 蓄 電池出 力 ・ 配置 評 価手法 ） で 得ら れ た 蓄電 池 の 出力 方 式 と配 置

を用い て ， 蓄電 池 容量を 最小 化す る 「蓄電 池と L RT と SV R との 協調 電圧 制御手

法（② 能動 的協 調電 圧制御 手法 ）」を提 案し た 。こ れま で 蓄 電池 や 静止 型 無 効 電力

補償装 置（ S V C:  St a t i c  Va r  Co mp e n s a t o r）な ど無 効電 力補 償装置 を配 電系 統 に 用い

て電圧 制御 を行 う 手法 と して は ， 既 設の電 圧制 御機 器 との 不 感帯 幅を 変 えて協 調

を図る 制御 方法 な ど が提 案さ れて い るが， 電圧 変動 の 大きさ や変 化率 に よって は

LRT と S V R の 動作 が限定 され ， 結 果 として 蓄電 池出 力 のみで 電圧 制御 が 行われ ，

必要と なる 蓄電 池 の高出 力・ 大容 量 化が懸 念さ れる 。 そこで 配電 系統 に 電圧変 動

が生じ た場 合， 応 答速度 の速 い蓄 電 池が 即 応し て電 圧 改善を 行い ，蓄 電 池出力 が

継続し た場 合の 出 力 積 算 量 を 管理 し ， 基準 値を 超え た 際は瞬 時的 な 電 圧 変動で は

なく長 周期 的な 電 圧 変動 と判 断し て LRT と S V R にタ ッ プ動作 指令 を与 え る能動

的な協 調電 圧制 御 手法を 提案 し た 。 この制 御手 法で は ，協調 制御 なし の ケース に

お い て 蓄 電 池 が 全 補 償 し て い た 電 圧 制 御 の う ち ， 長 周 期 的 な 電 圧 変 動 の 補 償 を

LRT と S V R に分担 させ て いる 。提 案 手法の 妥当 性に つ いては ，晴 天日（ 1 パター

ン），曇 天日（ 2 パ ターン ）の 3 パ タ ーン の 気象 条件 の 下 ，シ ミュ レー シ ョンお よ

び配電 系統 シミ ュ レータ を用 い て ， 蓄電池 が非 設置 の ケース と 協 調制 御 を行わ な
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いケー ス （ 非協 調 制御） との 比較 ・ 検証を 行い ， 提 案 手法で は 全 ての 気 象 条件 下

で電圧 逸脱 を解 消 でき る とと もに ，L RT と SV R のタ ップ 動作回 数を 蓄電 池 非設置

のケー スと 比較 し て 増や すこ とな く ，蓄電 池 容 量を 非 協調制 御 の ケー ス と比較 し

て 7 9～ 9 2%削 減 で きるこ とを 明ら か にした 。  

 

第 4 章で は， ピー ク電力 抑制 や環 境 負荷低 減の 新た な 対策と して 今後 普 及が見

込まれ る デ マン ド レスポ ンス に着 目 し，デ マンド レス ポ ンス の 発動・解除 時 に「電

圧変動 の短 周期 成 分と長 周期 成分 を 分離し て 蓄 電池 と LRT と S V R との 制 御分担

する機 能分 担型 協 調電圧 制御 手法（ ③ 機能分 担型 協調 電 圧 制御 手法 ）」を提 案 した 。

提案手 法は 既設の LRT と SV R のみで 電圧制 御を 行う 手 法なら び に 蓄電 池 と L RT

と SV R で機 能分 担 を行う 協調 電圧 制 御手法 の 2 つの 手 法 で構 成さ れて い る。  

既設 の L RT と S V R のみ で電 圧制 御 を行う 手法 は， 線 路長が 短 く デマ ン ドレス

ポンス によ る電 圧 変動が 小さ い配 電 系統で の対 策と し て提案 して いる 。 デマン ド

レスポ ンス によ る 負荷削 減量 は ， 予 め 契約 等で 決め ら れた削 減量 を要 請 するこ と

から事 前に 把握 で きる こ とに 着 目 し ， デマ ンド レス ポ ンス に よる 削減 量 と配電 線

に設置 され たセ ン サ内蔵 開閉 器 か ら の現地 情報 に基 づ きデマ ンド レス ポ ンス の 発

動後の 配電 系統 電 圧を推 定し ， デ マ ンドレ スポ ンス の 発動や 解除 時 に 適 切なタ ッ

プ制御 指令 を与 え る電圧 予測 制御 手 法 であ る。 この 手 法は 従 来の 自律 制 御手法 に

おいて ， デ マン ド レスポ ンス の 発 動 後に L RT や S V R が電圧 逸脱 を検 出 してタ ッ

プ動作 する 制御 遅 れによ り生 じて い た電圧 逸脱 に対 し ，電圧 予測 によ り 制御遅 れ

を解消 する こと で ，配電系 統シ ミュ レ ータを 用い た検 証 により ，L RT と S V R タッ

プ動作 回数 の合 計 値 が 従 来手 法と 比 較して 6 回 から 8 回（ 1 3 0%増）に増 えるも の

の，従 来手 法で 発 生して いた 電圧 逸 脱を解 消で きる こ と を確 認し ，提 案 手法の 有

効性を 検証 した 。  

一方，蓄電 池と L RT と SV R によ る協 調電圧 制御 手法 は ，線路 長が 長 く デ マンド

レスポ ンス によ る 電圧変 動が 大き い ため， 蓄電 池が 必 要とな る 配 電系 統 での対 策

として 提案 して い る。 提 案手 法は 電 圧制御 目標 点の 計 測電圧 の移 動平 均 および 計

測電圧 との 偏差 を 用いて ，急 激な 変化 の成分（偏 差分 ）の み蓄電 池で 出力 を 行い ，

それ以 外の 緩や か な変動 （移 動平 均 ） は L RT と S V R で電圧 制御 を行 う 電圧変 動

の短周 期成 分と 長 周期成 分を 分離 し て制御 分担 する 機 能分担 型 協 調電 圧 制御手 法

である 。従 来手 法 と の比 較・ 検証 を 行い， 従来 の電 圧 手法で 発生 して い た デマ ン

ドレス ポン ス の 開 始時及 び解 除時 の 電圧逸 脱を 解消 で きると とも に，L RT と SV R

タップ 動作 回数 は 従来手 法 よ り増 や すこと なく ，適 正 電圧維 持に 必要 と なる 蓄 電

池容量 を非 協調 制 御の場 合と 比較 し て 9 5~ 9 9%削減 でき ること を明 らか に した。  

 

 第 5 章は 結論 で あり ， 本 論 文の 総 括 ，今 後の 課題 及 び展望 につ いて 言 及する 。  
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